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関係機関の長  各位 

 

独立行政法人国立高等専門学校機構 

長岡工業高等専門学校長 

渡 邉  和 忠 

（公印省略） 

 

教員の公募について（依頼） 

 

 このたび，本校では，下記により一般教育科の教員を公募することになりました。 

 ついては，貴所属機関の関係者へ御周知くださいますようお願いいたします。 

 また，適任者がおられましたら，御推薦くださいますよう，併せてお願いいたします。 

 

記 

 

１．職名・人員 教授， 准教授， 講師 または 助教 １名 

 

２．所 属 一般教育科 

 

３．採用予定年月日 平成 28年 4月 1日 

 

４．専 門 分 野 語学（英語教育・英語学・英米文学・その他英語関連分野） 

 

５．担当予定科目 １～５年： 英語 IA，IB，英語ⅡA，ⅡB，英語ⅢA，ⅢB，英語多読， 

英語演習，科学英語，選択英語， 

英語特講 B（英語プレゼンテーション） 

専 攻 科： 総合英語，実用英語  

 

６．応募資格・条件                 

(1) 当該専門分野について教育上又は実務上の優れた知識，能力及び実績を有する方 

(2) 修士以上の学位を有する方（着任時までに取得見込みの方を含む） 

(3) 教育研究機関での経験のある方が望ましい（高等学校教諭の免許がある方が望ま

しい） 

(4) 高等専門学校における，特に低学年の学生の教育・指導（担任・寮直を含む）及

びクラブ活動指導に熱意があり，また，研究活動にも意欲がある方 

(5) TOEIC や科学英語を指導した経験がある方が望ましい。 

 

※ 本校では、「男女共同参画社会基本法」の趣旨に則り、業績等が同等と認められ

る場合は女性応募者を優先させていただきます。 

 

７．応募締切日 平成 27年 12月 25日（金）必着 



 

８．提 出 書 類 

(1) 履歴書（JIS規格準拠のもの，パソコン等での作成も可（ただし，氏名および住

所は本人自筆のこと），写真貼付のこと） 

(2) 個人調書----- 本校所定の様式 

(3) 著書・論文等一覧（論文，著書，口頭発表，指導実績，教育関係研究発表，各種

資格等を項目別に全て記載）----- 本校所定の様式 

 

(4) 主要論文・著書３編以内(各２部，コピー可) 

(5) 主要論文・著書等の概要(それぞれ 800字程度）----- 本校所定の様式 

(6) 英語力を客観的に証明できるもの (TOEFL, IELTS, TOEIC, 英検などのスコア

シートのコピー) 

(7) 推薦者 2 名---照会可能な方 2 名の氏名および所属機関と、電話番号やメールア

ドレスなどを含む連絡先（書式は任意） 

(8) 高等専門学校における英語教育についての抱負を，1200 字程度にまとめた書面

（A4版用紙により作成) 

※ 本校所定様式とあるものについては，本校ホームページ内教員公募のお知らせ

（http://www.nagaoka-ct.ac.jp/info/saiyou）から取得してください。 

 

９．選 考 方 法 

第１次選考：書類審査  

第２次選考：第１次選考合格者を対象に面接 

（平成 28年 1月中旬から 1月下旬に実施予定。模擬授業を行っていた

だく場合もあります。） 

面接等に関わる旅費等は応募者負担とします。 

 

10．書類の提出先及び問い合わせ先 

〒940-8532 新潟県長岡市西片貝町８８８番地 

国立高専機構 長岡工業高等専門学校 

一般教育科 英語主任 土田 泰子 

電 話 ０２５８－３４－９３８０ 

E-mail：ytsuchida@nagaoka-ct.ac.jp 

 

※ 応募書類を郵送する場合は，簡易書留とし，封筒に「一般教育科(英語)教員公募

書類在中」と朱書すること。提出書類は原則として返却しないが，返却を希望す

る場合は，切手を貼付した返信用封筒を同封すること。 

 

11．そ の 他 

(1) 独立行政法人国立高等専門学校機構が実施する，他高等専門学校及び長岡・豊橋

技術科学大学へ一定期間派遣し，教員の力量及び研究の向上を図る事を目的とす

る「高専・両技科大間教員交流制度」の交流人事（１～２年間）に積極的な方を

歓迎します。 

(2) 応募者に関わる個人情報は本校の教員選考のためにのみ使用するものであり，第

三者に提供または公表することはありません。 

 


